
  

 

 

24 年度 

放射線量減衰予測地

図 帰還時期の検討 

特別地域内除染実施

計画 

避難指示区域の見直

しに伴う賠償基準の

考え方(経済産業省) 

避難指示区域の見直

しに伴う賠償の実施

について(東京電力) 

グランドデザイン 

産業・雇用プラン 

農林水産業プラン 

長期避難者支援に関

する関係省庁連絡会

議 

住民意向調査 

避難期間の想定 

長期避難者等のための生活拠点に係る検討 
(生活拠点の確保・整備の方針) 

生活拠点への移転規模の想定 

 

・世帯数 

・整備する場所、用地確保 

・整備方式 

（一括移転 or 分散移転） 

必要となる機能の想定 

・災害公営住宅の整備方針 

・役場機能の在り方 

・医療、福祉 

・教育 

・就労支援 

             他 

25 年度以降 

方針の 

とりまとめ 
事業着手 新たな生活拠

点への移転 

 

長期避難者等のための生活拠点の検討の進め方（イメージ） 

町外の生活拠点検討４町の復興計画の策定 

富岡町      素案（6月公表）        策定（9月目途） 

大熊町 素案（3月公表）            策定（9月目途） 

双葉町                              策定（年度内目途）

浪江町                                    策定（9月目途） 

・国、県、避難元自治体、受入自治体による協議会で、検討 

・政務レベルの協議会の後、事務担当者会議（全体会）を開催した上で、受

入自治体ごとの事務担当者会議（個別部会）で具体的検討を進める。 

用地確保・設計 建設 入居 

自治体のニーズに応じた公営住宅の整備 

避難元自治体のニーズに応じて、受入れ自治体とも調

整しながら、災害公営住宅のモデル的整備を検討 

順次、事業化 

：協議会における検討 
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